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特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例

平成１１年８月２日

条例第１６号

（目的）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条において準用

する同法第２０３条の２の規定に基づき、彩の国さいたま人づくり広域連合の広域連

合長、副広域連合長、選挙管理委員会委員及び監査委員（以下「特別職の職員」とい

う。）の報酬及び費用弁償に関して必要な事項を定めることを目的とする。

（報酬）

第２条 特別職の職員の報酬の額は、次の表に定める額とする。ただし、他の地方公共

団体の常勤の職を兼ねる者については、これを支給しない。

区 分 額

選挙管理委員会委員長 日額 ６，０００円

選挙管理委員会委員 日額 ５，０００円

監査委員 日額 ５，０００円

（費用弁償）

第３条 特別職の職員が公務のため旅行したときは、その旅行について、費用弁償とし

て旅費を支給する。

２ 特別職の職員に支給する旅費については、職員の給与に関する条例（平成１１年彩

の国さいたま人づくり広域連合条例第５号）の適用を受ける職員に支給する旅費の例

による。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成１３年５月１４日条例第１号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成１９年１月３１日条例第１号）

（施行期日）

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に在職する収入役は、その任期中に限り、なお従前の例によ

り在職するものとする。

附 則（平成２０年１１月１４日条例第２号）
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この条例は、公布の日から施行する。


